
１．重要な会計方針

（１） 商品（書籍等）の評価基準及び評価方法

個別原価法を採用しています。

（２） 固定資産の減価償却の方法

建物付属設備及び什器・備品・・・・・・・・・・・・

ソフトウエア・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

（３） 引当金の計上基準

貸倒引当金

賞与引当金

従業員に対する支払予定額を見積り計上しています。

退職給付引当金

役員及び従業員の退職金要支給額に相当する金額を計上しています。

（４） リース取引の処理方法

（５） 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は税抜方式によっています。なお、控除対象外消費税
等は当期の費用として計上しています。

財務諸表に対する注記

内部造作については、法人税法の規
定による定額法により、また内部造
作以外については、法人税法の規定
による定率法または旧定率法もしく
はリース期間定額法により減価償却
を実施しています。

法人税法の規定による定額法により
減価償却を実施しています。

法人税法の規定による限度相当額の他、必要に応じ、取引先の資産状況
等を勘案して計上しています。

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナン
ス・リース取引については、リース会計を適用しています。



２．特定資産の増減額及びその残高

特定資産の増減額及びその残高は次のとおりです。

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

特定資産

　退職給付引当預金 407,043,833 48,501,000 40,772,000 414,772,833

407,043,833 48,501,000 40,772,000 414,772,833

３．特定資産の財源等の内訳

特定資産の財源等の内訳は次のとおりです。

特定資産

　退職給付引当預金 414,772,833 414,772,833

414,772,833 414,772,833

４．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は次のとおりです。

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

38,345,999 19,729,307 18,616,692

95,248,227 66,263,054 28,985,173

311,133,509 233,990,938 77,142,571

444,727,735 319,983,299 124,744,436

５．法人税、住民税及び事業税

科　　目

合　　計

科　　目
当期末残

高
（うち指定正味財
産からの充当額）

合　　計

税効果会計の適用における主要な一時差異項目には賞与引当金、退職給付引当金及び
税務上の繰越欠損金があります。
また、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の主要な原因は
繰延税金資産の回収可能性を考慮した評価引当金を計上しているためです。

（うち負債に対応す
る額）

合　　計

科　　目
建 物 付 属 設 備

什 器 ・ 備 品

ソ フ ト ウ エ ア

（うち一般正味財
産からの充当額）


